


求められる中国の公開性

　貧困は人類の敵だと言われてき
たが、今は人間には見えない新型
コロナウイルスが人類の敵として
現れ、人間社会を震撼させている。
人類はこれをどう克服できるのか。
私たちは厳しい試練に立たされて
いる。かつて人類史上で最も猛威
を振るった疫病は、第一次世界大
戦が終結した頃に起こったスペイ
ンインフルエンザ（スペイン風
邪）の大流行であったと言われる。
この時は世界で2,000万～4,000
万人が命を落としたと伝えられて
いる。だから、今回も決して予断
は許されない。
　それでは最初に新型コロナの発
生源が中国であったことの問題点、
次に中国寄りの姿勢を見せた世界
保健機関（WHO）のテドロス・
アダノム事務局長の奇怪な言動に
着目した上で、最後にウイルスの
世界に入門してみたいと思う。
　新型コロナの発生源としての中
国の責任は非常に大きい。湖北省
武漢で新型コロナの感染が2019

年末に発生していたにもかかわら
ず、世界への情報公開が２カ月ほ
ど遅れてしまい、世界が早期に対
処する機会を逃してしまったと言
われても、中国は抗弁できないだ
ろう。初動の遅れで新型コロナが
世界的な感染へと爆発的に広まっ
てしまった。
　習近平国家主席は「病原がどこ
から来てどこへ向かうのか明らか
にせよ」と命令したようだが、ま
ったく理解できない命令だと言え
る。病原は中国で発生し、世界に
流出したことを知りながらの命令
だとしたら、その狙いは責任の転
嫁しか考えられない。新型コロナ
は間違いなく湖北省武漢で発生し、
その流出を抑えられず、一気に世
界へ広まったことは子どもでも答
えられる回答である。それよりも
中国は世界のウイルス研究調査団
を受け入れて、共同研究し、その
情報を世界に提供するぐらいの公
開性を発揮すべきである。

奇怪なWHO事務局長

　次に、奇怪な言動を見せた

WHOのテドロス事務局長につい
て言及してみたい。彼は「パンデ
ミック（世界的な大流行）」とい
う発言にブレーキをかけてきた。
それには、こういう背景があった
という指摘もある。
　2009年に新型インフルエンザ
が世界的に大流行した。当時の
WHOは人類の脅威としてパンデ
ミックを宣言したが、実際は季節
性のインフルエンザと大きく違わ
ないということになり、欧州連合
（EU）議会は「偽のパンデミッ
ク」であったとした。このWHO
の意思決定には製薬会社の意向が
働いたという指摘もあった。今回
のテドロス事務局長は慎重な態度
に出た。これは中国寄りの言動で
はなく、WHOの過去のトラウマ
があったと推測する向きもあるが、
多くはパンデミックの衝撃を緩め
たいとする中国の裏工作が働いて
いたのではないかと推測されてい
る。
　その後、テドロス事務局長は、
タイミングを外すように「パンデ
ミックだ」と表明した。WHOの

公表の遅れについて、テドロス氏
は「パンデミックはウイルスとの
理不尽な恐れや戦いが終わったと
いう根拠のない考え方を伝える可
能性のある言葉だ」と述べている
が、一般にはこうしたWHOの対
応は正当化できないとの批判を受
けている。多くの人びとは、裏工
作が働いて、タイミングをずらす
発言を中国政府がWHOに求めた
のではないかと推測したようだ。
　それに、もう一つの見方による
と、テドロス氏がエチオピア人で
あると指摘する人は、目下、親密
な中国とエチオピアとの関係が背
景にあるのではないかと言う。エ
チオピアでは、道路、鉄道などの
インフラ建設のみならず、中国企
業進出の規模も大きい。

病原体をもつ「豚」と「アヒル」

　それでは、新型コロナを追跡し
てカリフォルニア大学教授のジャ
レド・ダイアモンド博士に登場し
てもらおう。博士は著書『銃・病
原菌・鉄』（草思社）の中で「人
間だけがかかる集団感染症は、人
類全体の人口が増加し、人びとが
寄り集まり、集団を形成して暮ら
すようになった時点で出現した。
こうした集団感染症は、いったい
どのように誕生して、人間だけが
かかるようになったのだろうか」
と問題提起して、次のように述べ
ている。
　人間特有の病気を引き起こす病
原菌には、分子生物学的に近い近
縁種が存在し、それらは家畜やペ
ットだけに集団感染症を引き起こ
す。しかし、すべての種類の動物

がこうした集
団感染症にか
かるわけでは
ない。この種
の病気にかか
るのは、人間
の場合と同様
に、病原菌が
生き延びるこ
とのできる規
模の集団を維
持できる“群居性”の動物だけで
ある。つまり、牛や豚などの群居
性の動物が家畜化された時に、集
団感染症の病原菌がはびこってい
たことになる。
　たとえば、牛の間で猛烈に伝染
する牛疫のウイルスは、人間の麻
疹ウイルスに非常に近いが、反芻
動物にしか感染しない。また、人
間の麻疹ウイルスが牛に感染する
こともない。この二つのウイルス
の類似性は、人間の麻疹ウイルス
が牛疫ウイルスから進化したこと
を示唆している。恐らく牛から人
間にうつった牛疫ウイルスが人間
の体内という新しい環境に適応で
きるように、いくつかの属性を変
化させて、人間の麻疹ウイルスへ
と進化したのだろう。
　博士はこう述べて「麻疹以外に
も、人間がよく感染する病気に似
た病気が家畜化された動物の間に
存在している」と指摘する。注目
すべきは人間の病気としてのイン
フルエンザに最も近い病原体をも
つ家畜として「豚」「アヒル」を
あげている。これは筆者の独断だ
が、今回の新型コロナの発生源と
なった武漢周辺の農村風景が思い

出される。どの農家でも豚を飼育
し、食用アヒルがそこらに群れ遊
んでいる。まさに、インフルエン
ザに最も近い病原体をもった家畜
がそこにいることになる。ちなみ
に、麻疹、結核、天然痘などは主
に畜類（牛疫）などが人間の病原
体に近い病原体を持っているよう
だ。
　そう考えると、武漢発の新型コ
ロナは現実味を増してくる。さら
に、博士は近代の産物としての病
原菌としてインフルエンザ、風邪、
百日咳を挙げ、その強力な伝播力
に注目している。人間の免疫防御
をもってしても、侵入を防ぐこと
ができないものがある。それがイ
ンフルエンザで、人間の抗体が認
識する抗原と呼ばれる部分を変化
させ、人間の免疫システムをだま
す。
　こうして、インフルエンザは新
しく登場すると言う。２年前にイ
ンフルエンザにかかった人も、新
種のウイルスであればそのウイル
スに対する抗体を持たない。それ
を今回の新型コロナが物語ってい
る。人類は貧富の差別なく見えな
い敵に脅かされ続けている。

新型コロナウイルスの衝撃
中国はもっと責任感を持て！ 中国湖南省長沙の奥地での農村風景。人間満載のトラクター改造車が面白い＝

1995年早春、筆者撮影
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高度化するインフラ開発
ODAに押し寄せるBIM導入の波

開発途上国含めた世界のインフラ開発で導入が広がるBIM（Building Information Modeling）。
調査・設計・施工・維持管理の各段階で３次元モデルに蓄積された情報を活用し、業務の高度化や
効率化を図る取り組みだ。日本の政府開発援助（ODA）でもBIMの導入が検討されているが、世
界に比べてその動きは鈍く、関係者の間では危機感が高まっている。BIMによってこれからのイン
フラ開発はどう変わるのか。世界の動きとともに、対応迫られる日本の課題を探る。
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インド北部のハリヤナ州・ラジャスタン州・ウッタル・プラデシュ州を走る鉄道の３D完成予想図。128kmのこの鉄
道の設計と建設にもBIMが活用された。同国の建設業やエンジニアリング事業を主軸とするラーセン＆トゥブロ社
がこのプロジェクトを手掛け、作業時間を15%削減することに成功したという＝ベントレー・システムズ社提供

2．日本の課題は
求められているのは社会の変化

 東京都市大学大学院総合理工学研究科 客員教授／ベントレー・システムズ本社 顧問
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 荒井 孝行氏
3．開発業界はどう動く

世界の潮流に乗り遅れない対応を
 （一社）海外コンサルタンツ協会（ECFA）　高梨 寿氏
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　狩谷 薫氏
 日本工営（株） 技術企画部 PM技術室 課長　飯田 善一郎氏
 （株）パスコ 新空間情報事業部 事業推進部 課長　矢尾板 啓氏
 （株）安藤・間 土木設計部 部長　杉山 律氏

1．先行する世界
政府主導で導入進む欧州とアジア

     

３次元で拓くインフラ開発の未来



高度化するインフラ開発～ODAに押し寄せるBIM導入の波

BIMの国際標準開発を狙う欧州

　世界各国でデジタル技術の活用
が急速に進んでいる。デジタル化
の波はさまざまな産業に押し寄せ
ており、土木・建設業界では昨今、
BIMの導入が叫ばれている。中で
も先行しているのが、欧州だ。
　欧州の建設セクターを取り巻く
状況は、日本と似ている。EUで
行政執行を担う欧州委員会
（EC）が主な出資者となって設
立された「EU BIMタスクグルー
プ」によると、建設セクターの市
場規模は1.3兆ユーロ（EUの
GDP比９％）に及び、1,800万人
の雇用を創出している。このうち
95％は中小企業の従業員だ。こ
のように重要な地位を占める建設
セクターだが、研究開発への投資
不足などから最もデジタル化が遅
れている。その結果、生産性の飛
躍的な向上は望めず、税金の無駄
遣いや予算超過、納期の遅れ、予
期せぬ予定変更なども頻発してい

た。これらの解決策として欧州で
注目されているのがBIMだ。現在、
国レベル、地域機関レベルで対応
が進んでいる。
　欧州連合（EU）は加盟国内で
実施される公共事業において、
BIMの積極活用を促している。旗
振り役は2016年２月に設立され
たEU BIMタスクグループだ。
EU加盟各国の建築・交通・経済
を主管する政府機関が参加する。
中小企業の競争力強化と経済成長
の促進、効率的な公的資金の活用
という観点から、BIMの普及・拡
大を議論している。18年には、
主に公共セクターの調達担当者や
政策立案者向けに「欧州公共事業
によるBIM導入の手引き」と題し
たガイドラインを作成した。こう
した層を対象読者としているのは、
建設業界における最大の顧客であ
る彼らに、「納税者に対してより
良いサービスの提供をする」とい
う意識を高めてもらうためだ。
　ガイドラインでは、EUがBIM
の共通アプローチをとる理由とし
て「貿易と国境を越えた成長促
進」に加え、「国際標準開発とソ
フトウェア統合の促進」を掲げる。
欧州はさまざまな技術分野で国際
標準を生み出し、成長と地域統合
の糧にしてきたが、BIMにおいて
も米国やアジアに先んじて標準化
を進める意欲が表れている。
　また、①戦略的提言と②推奨事

項が記載されており、①ではEU
加盟国における政策立案とその文
書化、担当部門の設立など、行政
が採るべきアクションが幅広く提
言されている。②では公共事業の
調達担当者だけでなく、設計者、
技術者、請負業者などの事業実施
者向けにも、発注時や契約上の留
意点、事業者間のデータ共有など、
BIM案件の実施に関する推奨事項
が記載されている。

鉄道プロジェクトでも活用

　BIM活用の事例としては、「レ
ール・バルティカ」がある。これ
はフィンランドの首都ヘルシンキ
からエストニア、ラトビア、リト
アニアのバルト三国を経由し、ポ
ーランドに至る総延長870kmの
大規模鉄道整備事業だ。この鉄道
はEUが構想する「北海―バルト
海回廊」の一部を構成しており、
将来は西方へと至る鉄道との接続
も想定されている。EUは、エネ
ルギー、交通、通信ネットワーク
の３分野への投資を目的とした独
自の補助金スキーム「コネクティ
ング・ヨーロッパ・ファシリテ
ィ」（CEF）を活用し、総工費
58億ユーロのうち、最大85％を
負担する予定だ。事業の実施主体
はバルト三国の関係省庁が設立し
たジョイント・ベンチャー（JV）
である「RB Rail AS」だ。10年
近くに及ぶ計画・設計の後、

2020年に着工し、26年の完工を
目指している。
　レール・バルティカでは設計、
建設段階からBIMが使われており、
運転・保守（O&M）まで一貫し
て活用される見込みだ。ソフトウ
ェア上で地形データ、設置場所、
原材料など詳細データを入力して
構造物を設計した後、建設段階で
スケジュールや設置日といった情
報が追加される。O&Mではこれ
らの情報を参照し、補修内容や補
修スケジュールを立てる予定だ。
同事業では、世界的なエンジニア
リング企業であるAECOMが協
力し、すべての事業者が案件情報
を構成する際に順守すべき規定・
スタンダードとして「BIM戦略詳
細」が作られている。複数の事業
関係者が各自のやり方で設計・建
設した場合、いくら情報が一元管
理されていたとしても、情報の一
貫性がなく、O&Mで活用できな
い可能性があるからだ。

政府の肝いりで活用進むアジア

　BIMの活用においてはアジアも
負けていない。AECOM香港オ
フィスでデジタル変革部門の担当
を務めるトムソン・ライ氏による
と、「日本や台湾ではBIMの活用
はまだ初期段階にあるが、シンガ
ポール、香港、マレーシア、中国
ではすでにBIMが設計・建設およ
び情報管理に欠かせないツールと
なっている」と語る。
　特にシンガポールは、建設業界
の競争力強化とスキルの足りない
外国人労働者の数を減らすため、
2010年に政府機関である建築・

建設庁（BCA）
がBIMの活用拡
大を目指したロ
ードマップを発
表した。2012
年にはBIM案件
の各工程におい
て、事業関係者
の役割や果たす
べき責任を記し
た「シンガポー
ルBIMガイド」
を公表した。
　こうした流れに乗り遅れまいと、
AECOMも2015年頃からBIMを
取り扱った事業に乗り出した。こ
れまでに香港国際空港の拡張案件
やマレーシアの首都クアラルンプ
ールとシンガポールを結ぶ高速鉄
道事業に参画している。
　また、国際開発金融機関が支援
する開発途上国のインフラ建設で
も、積極的なBIM活用が始まって
いる。一例はフィリピンでアジア
開発銀行（ADB）が国際協力機構
（JICA）と協調融資する「マロロ
ス―クラーク鉄道建設プロジェク
ト」だ。ADBで東南アジアの鉄
道を担当する主席運輸専門官のマ
ルクス・ローズナー氏によると、
2020年第二四半期に予定されて
いる契約発注でBIMの導入が始ま
るという。ADBのBIMの導入事
例はまだ多くないが、「このプロ
ジェクトではすべての建設会社、
コンサルティング企業が完工する
までの間、BIMを使いこなす必要
がある。こうした実績が積み重な
れば、BIMは途上国での事業も含
めて、国際標準になっていくだろ

う」とローズナー氏は予測する。
　ただ、こうしたインフラ事業に
は多種多様な事業者が関わってお
り、BIMの導入は簡単ではない。
前出のトムソン氏は、「BIMは２
次元と比較して、設計の段階から
多くの時間を割く必要があるなど、
事業関係者は作業工程の大幅な変
更を余儀なくされる。しかしなが
ら、長年のやり方やマインドセッ
トを変えてもらうのは容易ではな
い」と語る。また日本特有の課題
として、「BIMとは設計から
O&Mまですべてのプロセスを網
羅するものである。しかし、日本
においては３次元モデルを作るこ
とばかりに焦点が当てられてい
る」と指摘する。本来O&Mを担
当する事業者に配慮して、設計・
建築の情報を入力すべきところ、
実際はそうなっていないというこ
とだ。
　日本企業はBIMを熟知し、事業
全体を俯瞰できる人材の育成が急
務となるだろう。生き残りをかけ
た日本企業の挑戦が始まっている。
（本誌編集委員：竹内 幸史、
本誌編集部：福島 勁太郎）
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政府主導で導入進む欧州とアジア
事業全体を俯瞰できる人材の育成が急務

AECOMのトムソン・ライ氏

３Dモデル化されたレール・バルティカの橋梁。
起伏のある大地に橋梁を架けるシミュレーションをしたものだ＝RB Rali AS提供


